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アメリカの職業教育のユニット化について
国際継続教育訓練協会と継続教育ユニット

森　利枝*

１．はじめに

アメリカで運営されている継続教育ユニット（Continuing Education Unit: CEU）のシステムは，

ある一定の基準を充足した継続教育の量を，標準化されたユニットに換算する制度である。こ

の制度が対象にしている継続教育とは，原則として大学において学生が単位（credit）を得られ

る授業以外の学習，専門職の教育課程（professional program）及び職業教育（vocational program）

と定義されている。このシステムは国際継続教育訓練協会（International Association for

Continuing Education and Training: IACET）によって組織的に運営されており，2000年までに約

750の団体および個人が会員となっている，また IACETによって公認された教育ないし訓練の

提供者は約350となっている（資料参照）。これらの団体及び個人が提供する組織化された継続

教育を一定の時間数にわたって受けることによって，学習者はCEUを取得できる。

このように，IACETによる継続教育の公認は，アメリカの高等教育における適格認定

（accreditation）に類似したものであり，そこで与えられるユニットは一見大学のいわゆるクレジ

ットと類似のものであるかに思われる。また実際に IACETが教育課程をその基準に適合するも

のとして認めることをaccreditationと呼ぶこともある。ただし，基本的にこの制度は大学が正規

の授業以外に行っている教育課程での学習や，その他職場など社会一般で行われている教育を

対象にするものであり，むしろ適格認定とは本来的に性質を異にするものである。また IACET

によっては，CEUと大学のクレジットは交換可能なものとしては設定されていない。すなわち

この制度は，大学以外で行われる継続教育を客観的に測定可能なものにしようとする試みであ

る。本稿ではこのCEUの仕組みについて概説する。

２．CEU制度の沿革

現在の IACETは，当初1968年に，連邦教育局（現在の連邦教育省）管轄の国家タスクフォー

スとして設立された。継続教育を行う団体の主導的立場にあった人々で構成されていたこのタ

スクフォースは，継続教育の達成を計るために「１ユニット（１CEU）は10時間の学習時間に

相当する」ことを定めた継続教育ユニット（CEU）を創出し，1970年からその制度を運用して

いる。
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1977年，このタスクフォースは非営利の会員組織（non-profit membership organization）に再編

され，名称も継続教育ユニット協議会（Council on the CEU）と改称された。組織の名称が現在

の国際継続教育訓練協会（International Association for Continuing Education and Training: IACET）

に改称されたのは1990年のことである。この間，この組織は継続して，申請を行った継続教

育・訓練の課程を評価し，課程の提供者に会員資格を与えることによって各々の課程を公認す

るという業務を行ってきている。現在，CEUの基本的な活動目的として，

○成人教育の測定基準を提供すること

○継続成人教育及び訓練を定量化すること

○成人教育の提供者，活動，目的の多様化を図ること

の３点が上げられている。

CEUの仕組みは，しかし発足当初から十分な理解を得ていたわけではない。とりわけ，1970

年の制度実施直後は，前述の１CEUを得るための条件しか設定されておらず，そのためにCEU

が誤用されるということもあった。1970年当初に規定されたCEUの定義によれば，「責任ある

提供者のもとで，能力ある指導と質の高い教育が行われる組織化された継続教育の経験におけ

る10時間の学習時間（contact hour）」によって１CEUが得られるとされている（Phillips, 1994）。

また IACETでは，前述のような誤用を避けるために1974年に最初のCEUの基準を開発し，

公表した。この基準は現在にいたるまで数次の改訂を経ている。この基準に沿って，IACETで

は全国の継続教育の提供者からの申請を受け，その教育課程を公認している。

この申請と評価の手続きを経て，現在までに IACETの公認教育課程提供者（authorized

provider：以下提供者）となった組織の中には，エクステンション・センターを中心とした大学

及びコミュニティ・スクールの教育課程，連邦政府の機関や州政府の職員教育の部署，軍の教

育プログラム，人事開発担当部署を中心とした企業，病院，全米小学校長協会および全米中学

校長協会やアメリカ経営協会などの業界団体，非営利組織など各種356団体に及んでいる。

３．CEUの基準

前項で述べたように，1974年の初制定以来，CEUを与えることができる教育もしくは訓練の

課程として認定を行う際の基準は，数度の改訂を経ている。ここでは現行の基準を紹介する。

現行の基準は，管理運営，課程，評価の３点にわけて，以下のように管理運営に関する４項

目，課程に関する４項目，評価に関する２項目の合計10項目が提示されている 1）。

管理運営

１．組織

教育の提供者は，特定の継続教育もしくは訓練のグループないし単位を持っていなけれ

ばならない。それらの組織は，継続教育ないし訓練（Continuing Education Training : CE/T）

課程を運営する上での責任を負わなければならない。

２．責任と管理
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提供者は，継続教育ないし訓練のグループを通じて，この項以下の公認基準を遵守しな

ければならない。

３．CEU及び他の測定単位を授与するシステム

提供者は，課程を完了した学習者を確認する適切なシステムを維持していなければなら

ない。提供者は，個々の学習者について，課程への参加に関する完全で永続的（最低７

年間）な記録を維持し，要求に応じてその記録の謄本を提供できなければならない。

４．学習環境及び支援のシステム

CE/Tの目的を達成するために適切な学習環境が準備され，支援を行うサービスが提供さ

れなければならない。

課程基準

５．需要の確認

すべての活動，コース及び課程は，対象となる受講者がどのような需要をもっているか

を確認した上で計画されなければならない。

６．学習の成果

提供者は，学習者の需要に基づき，CE/Tの活動，コース，課程において目的とする学習

の成果（例：行動ないし業績の目的）を明確かつ簡潔な文書にしなければならない。

７．活動，コース，課程の計画と指導者

資格のある指導者が，活動，コース，課程に参画していなければならない。

８．内容と教育方法

おのおのの活動，コース，課程の学習成果に照らして適切な内容と教育方法とが設定さ

れており，学習者が参加し，フィードバックを受けられなければならない。

評価基準

９．学習の成果の評価

活動，コースまたは課程を計画する段階から，学習の成果の到達度を評価するための正

式な手続きが確立されていなければならない。

10．活動，コース，課程の事後評価

個々の活動，コース，課程が評価されなければならない。

このような基準に沿って公認されたCE/Tの課程における，10時間の学習時間（contact hour）

が，１CEUを修得する条件である。この「学習時間（contact hour）」とは，指導者－学習者間

ないし学習者―教材（CE/Tのために作成されたもの）間の教育・訓練の授受を指す。このよう

な条件からもわかるように，CEUに換算される学習の量は原則として講義や授業，セミナーな

どへの出席を基礎に量られる。したがってCEUを与えるために試験が行われることはほとんど

ない。ただし，講義や授業ないしセミナー以外の形態の学習も，提供者の裁量によってはCEU

に換算されうる。IACETでは，CEUへの換算の対象となるべき学習として，次のようなものを

挙げている（IACET，2000）。

○指導者ないし議論をリードする人がいる講義や討議，授業など。
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○学習者が計画に沿って活動，コース，課程に参加して行う学習。これらは学習者の成長が促

進され，学習者にフィードバックが与えられるものであること。独習，CAI，双方向ビデオ，

インターネット学習，計画された事業などを含む。

○活動，コース，課程の構成要素としての調査旅行，事業，課題など。

○学習者の評価及び活動，コース，課程など。

これらに見られる要件からも推察できるように，当初CEUの対象となる学習は，伝統的な，

教室で行われるものが想定されていた。しかし近年，情報通信技術の発達と普及にともなって，

教育が配信される形態が多様化し，学習者の出席時間数が計測できない形態の教育で，かつそ

の他の要件がCEUに換算できる学習の条件を満たすCE/Tが提供されるようになってきている。

そのもっとも典型的な例が遠隔教育であるが，このような，教室授業以外の形態での教育及び

訓練も，CEUに換算可能であるとされている。その場合，当該課程に要される学習の量は，提

供者の側が決定することが定められている。そのために，提供者は学習者の学習をモニターし

て，学習が完了するまでにかかった時間を常に把握して，平均的な時間数を計算しなければな

らない。そのほかにも，実地活動などの場合には学習完了に要する時間数ではなく，学習を完

了するためのタスクの量を提供者が評価してCEUに換算することが求められる。あるいは実験

室などでの学習は，原則として実験室での学習の実時間をそのままCEUに換算可能な学習時間

として認めることができるとしながら，実時間が学習者によって大きく異なる場合には，提供

者が平均実時間数を基礎にして標準時間数を計出してもよいとされている。また，宿題や課題

などを学習時間に含めるか否かは，提供者の判断に任されている。

１CEUは10時間の学習時間に相当することは前述した通りであるが，CEUの最低授与単位は

0.1ユニットである。すなわち，学習者は60分の継続的な学習によって0.1CEUを授与されるこ

とができる。このようにして0.1CEUごとにユニットを積み増すことはできるが，最低の学習時

間数は60分であり，それ以下の長さの学習を複数回積み重ねて合計が60分以上になった場合で

も，CEUを取得することはできない。IACETによっては，これ以外にもCEUに結びつかない学

習がどのようなものか定められている。以下に挙げるのはCEUに結びつかない活動の例であ

る。

○大学でクレジットを与えられる授業

○協会での会員や会長としての活動

○委員会活動

○文化的公演の鑑賞，娯楽，余暇活動

○論文や報告書の作成，著述など個人的な学術活動

○マスメディアによる活動，コース，課程（だだし計画された活動，コース，課程の構成部分

である場合はこの限りではない）

○会議，集会，展示会などのうち，多数の聴衆を集めて行うもの，多様な活動を一つに集めた

もの，単なる情報の共有を主たる目的として行われるものなど（ただしこれらの会議，集会，

展示会の構成部分として，計画された学習活動はCEUに結びつく）
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○旅行ないし研修旅行（ただし旅行の中の教育部分がCEUの条件に合致する場合はこの限りで

はない）

○指導者のいない学習

○職業経験

これらの，CEUに結びつかない活動の例をまとめると，CEUを与えることができる教育及び

訓練の特性は次の３点に集約できることが理解されるであろう。すなわち，

１．計画されたものであること

２．責任ある提供者によって提供されたものであること

３．指導者のもとで学習されること

これらが，CEUに結びつく学習として認められる要件である。したがって，CEU職業教育を

主として対象にしたユニット化の制度ではあるが，職業経験そのものは，ユニット化の対象に

はならないということを確認しておきたい。

４．公認提供者の審査

継続教育ないし訓練の提供者が，当該の教育ないし訓練の課程を通じてCEUを授与できるよ

うになるためには，IACETの公認を得なければならない。その課程は主として次の５つの要素

からなっている。

１．IACETへの申請書及び資料の提出

２．規定された基準を遵守することに関する同意書へのサイン

３．訪問審査への合格

４．一定期間のモニタリングの受け容れ

５．申請費および会費の払い込み

この制度への申請資格は，私的な組織であるか政府の組織であるかを問わず，設置が明確な

組織として責任を持ってCE/Tを提供していれば，あらゆる組織に認められる。申請者は IACET

のワークショップに参加して情報を得ることもできる。

申請者は IACETの書式に沿ってみずからのCE/Tを自己評価し，その結果を課程に関する諸資

料とともに IACET本部に提出しなければならない。提出された書類は IACET本部でチェックを

受ける。この段階で本部スタッフが申請者に追加情報を求めることもある。本部スタッフはこ

の資料を審査委員に送り，審査委員が審査を行う。審査委員が必要と認めたときには訪問審査

委員が現地に赴き申請者のCE/Tを実際に見聞する。この訪問審査委員は通常１名であるが，本

部スタッフないし審査委員が必要と認めたときには複数名が参加することがあり得る。訪問調

査委員は，公認継続教育訓練提供者委員会に認定された人物であり，訪問審査員として訓練を

受け，申請している課程に関する利害関係者でないことが求められる。訪問調査の目的は次の

５点とされている。

１．申請に際して提出された情報の正確さをはかること
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２．認定基準の達成を示す資料及び情報を見直すこと

３．当該組織に関する物理的・文化的視点を養うこと

４．申請者が，継続教育の過程に関して陳述し，活動内容を明確にするとともに自省できる

機会を与えること

５．あらゆる問題に関するフィードバクを獲るとともに，以後の申請の過程に関する示唆を

与えること

訪問審査が終わると，最短の場合，次の段階で審査委員が認定ないし不認定を決定する。認

定は５年間継続する。不認定の決定が下された場合には，審査委員会は不認定の理由を文書に

して申請者に伝達する。申請者は，不認定に対して意見の申し立てをすることができるが，通

知を受け取ってから30日以内に反応がなかった場合には，申請手続きは終了し，不認定が確定

する。

また，これらの「認定」と「不認定」の中間にあるともいうべき決定が「決定保留」である。

これは，基準の達成状況が明確でなく，審査委員会が，さらに一定の期間があれば申請者がそ

れを明確にすることが可能であると判断した場合にとられる措置である。この措置は審査委員

会の決定によるものであって，申請者の意見申し立てによって実現するものではない。保留期

間中には資料の追加や訪問調査の再度実施などが行われる。

５．CEUの利用

以上見てきたような基準で運用されているCEUの制度であるが，この項では教育ないし訓練

の提供者と学習者にとってのCEUの意義が，どのように考えられているのかを紹介する。

まず，提供者にとっての意義は IACETによれば次の各項目のように述べられている（IACET,

2000）。

○提供している教育ないし訓練の課程の質の改善を目的として，国家規模に公認された基準を

満たすために努力していることが認められる。

○組織の教育および訓練の活動が，外部の基準設定機関によって審査され，認定されているこ

とが証明される。

○組織が提供する教育ないし訓練の課程を通じて，IACET公認のCEUを授与できる。

○組織が属する産業などの分野における，最良の実践の基準の開発と維持に参画できる。

○継続教育ないし訓練の主導者の国際的な同業者ネットワーク（peer network）に参画できる。

○公認された課程に対し，課程の評価や課程の一貫性を保つ方法論，課程の効果を最大限に引

き出すための管理運営上の技術など，技術的な支援が受けられる。

○ IACETの個人年会費１年分が免除される。

ひるがえって，課程を利用する学習者にとって，このCEUを取得するということはどのよう

な意義をもつことなのであろうか。American City Business Journalのインタビューに答えて，

IACETの前会長であるアンドリュース博士は，「職業上の変化についていく必要はあるものの，
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クォータークレジットやセメスタークレジットを必要とはしていない人々にとって，公認の訓

練課程は理想的である」と述べている（American City Business Journal, 1997）。また言うまでも

なく，IACETは，就職や転職の際に個人の能力を示す指標としても利用される。州が与える免

許や職業資格を得る上での要件となることもある。

また，CEUはほんらい大学で与えられられるクレジットとは別のものとして開発されており，

現在でも IACETでは大学の単位との互換性を原則的に否定している。また実際にほとんどの大

学がCEUをそのまま受け容れることはしていない。しかしごくまれに，大学の側がCEUを職業

経験とみなしてクレジット化するようなケースは見られる。また，アメリカ成人継続学習協議

会（Council on Adult and Experiential Learning :CAEL）においても，CEUを大学のクレジットに換

算することの支援を行っている。

このように見てくると，CEUが生涯にわたって断続的に修得されうるものであることや，

0.1CEUという小さいユニットでの積み増しが可能なことから，CEUの制度を運営する上では，

過去に修得したユニットの記録が重要であることが推察される。前述のように，このCEUは課

程の提供者の側が個々の学習者のCEUを記録し証明する義務を負っているが，その期間は最低

７年間とされている。すなわち修得後７年以上が経過したユニットは証明されないことがあり

得る。このような事情もあって，全米教育評議会（American Council for Education: ACE）では，

企業にかわって個人が修得したCEUを公的に記録し，証明に応じる業務（CEU Transcript

Service）を行っている。

６．おわりに

本稿では，アメリカにおける継続教育及び訓練をユニット化する制度として運営されている

CEU制度についてその概略を紹介した。冒頭に述べたように，この制度は大学のメインストリ

ームの教育課程で学習した者に与えられるクレジットに類似しており，またたとえばCE/Tを公

認の課程として認定する過程も，大学がアクレディテーションを受ける過程に似ている。しか

し，制度のほんらいの目的も，実際の運用のされ方も，大学のクレジットは全く別のものであ

る。この理由は一つには，CEUの創設の経緯に求められる。IACETのクローソン会長とのイン

タビューによれば，CEUの制度はほんらい大学が与えるクレジットが証明する学生の能力に対

する実業界からの不信と，人材育成にかかわる最終的な内容の決定を産業界が負おうとする態

度に支えられているとのことである。また，大学のセメスタークレジットが通常90分の授業を

15週受けて修得できるのに対し，CEUは60分の学習１度だけでも取得できるところに大きな違

いがある。このような，比較的短時間の学習に対して与えられるCEUは，必ずしも学位や，学

位につながるクレジットを必要とせず，むしろ短期の学習で能力の証明を与えられることに便

宜を見いだす成人学習者にとってメリットは大きいと考えられる。

それはと別に，1990年以来 IACETはその組織の名称に「国際」の文字を冠しているが，実際

には公認された継続教育ないし訓練の課程は，2001年まではアメリカ国内及びアメリカの信託
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統治領に所在するもののみであった。前出のクローソン会長もこの点を課題ととらえており，

国際的な伸展を目ざしているとしている。大学のクレジットがアジアやヨーロッパに浸透し，

あるいは浸透しつつあるように，このCEUが国際的な継続教育の指標となるにはまず雇用文化

の差異や継続教育そのものへの認識の差など，克服すべき文化的課題が多いと考えられるが，

今後の展開に注目される。

注

1）IACETのウェブサイトに見られる認定基準では，このほかに「評価」の項目として，提供

者が課程を完了するための要件を定めていることを挙げている（2002年２月現在）。
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［ABSTRACT］

The Unitization of Professional and Vocational Education:

A case of Continuing Education Unit of IACET

MORI Rie*

This article reviews the outline of the system of Continuing Education Unit (CEU) authorized by the

International Association for Continuing Education and Training (IACET). This system of CEU was

developed to provide a standard unit of measurement for adult education, quality continuing adult

education and training activities, and to serve the diversity of providers, activities, and purposes in adult

education. This review contains the brief history of development of CEU and IACET (Chapter 2),

criteria for an authorized program that may award CEU (Chapter 3), process and criteria for an education

and/or training provider to be authorized by IACET and the utilization and benefit of CEUs. Throughout

the article, the difference between CEUs and college earned credits which comes from the differences of

the nature and purpose of those units and credits, are emphasized.

The system of CEU collects interest of those who are interested in adult-professional education. It is

not only because it may provide practical benefits against those who are in need of up-to dated

knowledge by awarding certifications relatively readily in term of time duration but also it may act as an

alternative for the college degree system in one aspect of adult education. It may require some more time

and information delivery until this system gives an important impact internationally by itself. However,

this kind of enterprise may occur in any region of the world in this time of life-long learning. Its future

development is worth for observations.  
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